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研究成果の概要（和文）：　本研究では、人間の行動規定要因としての規範意識の在り方が(Akerlof and 
Kranton2000)、家計行動に与える影響に関する実証分析を行った。ここでは規範として「性別役割分業意識(男
性は仕事、女性は家事・育児)」に注目し、それが既婚女性の時間配分に与える影響を計測した。先行研究に倣
い、(年齢・学歴・居住地域から推計された)女性の潜在的稼得所得を軸に分析した結果(Sakamoto and Morita 
2020)、夫所得よりも潜在的稼得所得が高い女性ほど就業せず、稼得所得を抑制させる傾向が、また夫よりも実
際の稼得所得が高い女性は逸脱行為を補うため家事時間が長くなる傾向が確認された。

研究成果の概要（英文）：In this study, we conducted empirical analyses of the effect of normative 
awareness on human behavior (Akerlof and Kranton 2000).
Here, we analyzed the effect of "gender role division consciousness" on the time allocation behavior
 of married women.
Following the previous study(Bertrand, Kamenica and Pan 2015, Wieber and Holst 2015), the results of
 the analysis are as follows (Sakamoto and Morita 2020). Women who have higher potential earned 
income than their husbands tend not to work. In addition, women whose actual earned income is higher
 than their husbands tend to spend more time doing housework in order to compensate for deviant 
behavior from the gender role division consciousness.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究の学術的意義は、日本でも「性別役割分業意識」が既婚女性の家計行動を規定していることが確認でき
た点である。加えて、Collective Model（Chiappori 1988、1992）の観点からは、交渉力としての妻の所得が高
いほど、妻の家事時間の減少する傾向があるはずだったが、分析結果から、妻所得が夫所得を超えると、逆に妻
の家事時間が長くなり、交渉力としての所得には限界があるという重要な知見を得た。また、社会的意義は、調
査期間を二分割し(リーマンショック前後)、「性別役割分業意識」の影響を比較した結果、その影響は弱まら
ず、2010年代以降も規範意識に行動が規定されることが確認された。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 申請者は、これまで一貫して、Collective Model(Chiappori 1988、1992)に基づく、世帯内配
分に関する研究を行ってきた*1。夫妻間における Bargaining Power(交渉力)が支出や生活時間
の配分に影響することについて分析し、夫妻間の相対的な所得の多寡が家計行動に影響してい
ることを確認した(坂本 2011, 2012)。今回の研究では、年齢、学歴、所得等といった可視化でき
る要因以外が、世帯内の資源配分に影響していないかについて研究するべく、Akerlof and 
Kranton(2000)が提唱する Identity Economics のアイディアに着目し、人間行動の規定要
因としての規範意識(本研究では「性別役割分業意識」) が家計行動に影響するかについて分
析することとした。申請者は以前「性別役割分業意識」の規定要因や、それが女性の就業選択行
動及び幸福感への影響に関する分析を行っていたが (坂本 2012)、今回は 2010年代以降に分析
対象を広げることで、近年弱まりつつある性別役割分業意識が(内閣府「男女共同参画社会に関
する世論調査」など)、家計行動に及ぼす影響についても弱体化しているのかについても検証す
ることとした。 
 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、社会的規範、特に「男性は外で働き、女性は家を守るべき」という性別
役割分業を軸として、それが世帯内における家計行動に影響するかを分析することである。 
申請者のこれまでの研究において、世帯員の交渉力に影響する社会制度変更や所得などが、
支出・貯蓄・余暇時間の配分に影響する分析結果が得られてきたが、今回の分析では、新た
な着眼点として、「性別役割分業意識」を分析の軸として据えた。2000年代以降、性別役割
分業意識に対する反対者が賛成者を上回るようになったものの、他国と比べても日本の固
定的な分業意識を支持する割合は高い(内閣府「男女共同参画社会に関する世論調査」)。学歴
や所得など可視的な交渉力の規定要因は男女間での差が縮小しつつあるものの、世帯員個
人が抱く規範意識の影響も無視できないものと考える。本研究では、特に女性が持つ規範意
識からの逸脱行為に対する生活時間配分行動への影響について実証分析を行う。 
 
３．研究の方法 

Bertrand, Kamenica and Pan（2015）、Wieber and Holst（2015）に倣い、(年齢・学歴・居
住地域から推計される)妻の潜在的稼得所得を軸に分析する。ここでは、「妻の潜在的稼得所得が
夫の稼得所得よりも高い」という「夫は外で働き、妻は家を守るべき」という規範からの逸脱行
為が女性の就業時間・家事時間選択に与える影響について分析する。 
具体的には、規範からの逸脱行為の代理変数として、妻と同じ属性人口グループ(年齢、学歴、
居住都市規模)別の平均所得を「潜在的稼得所得」と定義、その所得分布と実際の夫の稼得所得
とを比較した「妻の潜在的稼得所得が夫の稼得所得を超える確率」を作成した。 
 データは慶応義塾大学経済研究所パネルデータ設計解析センター「消費生活に関するパネル
調査」(1993～2015 年分)を利用した。本データは、女性およびその配偶者情報に関する詳細な
調査項目から構成されているだけでなく、1990 年代から 2010 年代にかけて長期間継続実施さ
れていることから、規範意識が与える影響の変化も把握可能となっている。 
 
４．研究成果 
 分析(Sakamoto and Morita 2020)では、まず夫妻合計所得に占める妻の所得割合の分布を確
認したところ、50%前後(夫の所得と妻の所得が同額)を境に、急速な落ち込みが見られ、McCrary
検定でも、50％前後での密度関数の不連続性が認められた。この結果から、妻は夫よりも収入を
少なくなるように行動していることがうかがわれる。 
 次に、規範からの逸脱行為「妻の潜在的稼得所得が夫の稼得所得を超える確率」による妻の行
動への影響を検証したところ、①夫所得よりも潜在的稼得所得が高い女性ほど、就業を選択しな
い傾向が、②さらに妻が就業を選択したとしても、潜在的稼得所得が高い女性ほど、実際の稼得
所得は潜在的稼得稼得より低くなり、本来得られるはずの所得以下しか稼いでいないことが確
認された。③加えて、就業を選択し、実際の妻の稼得所得が夫に比べて高い女性ほど、逸脱行為
を補うためか家事時間が長くなる傾向が確認された。当初は、夫婦合計所得に占める妻の所得の
割合が高いほど、妻の家事時間が短くなっていたが、所得割合が 55％〜60％を超えると逆に
家事時間が増加し始めた。これは、Collective Modelの観点からは、妻の相対的所得を「交
渉力」の要因とした場合、それが増加するほど、妻の家事時間が減少すると考えられるのだ
が、本分析結果では、その効果には限界があるという重要な発見を得た。最後に、長期間に
渡る調査という特性を活かし、分析対象をリーマンショック前後(1993-2007年、2008-2015
年)に分割した上で推計したところ、「妻の潜在的稼得所得が夫の稼得所得を超える確率」、夫
妻合計所得に占める妻所得割合の効果はリーマンショック後の方が強く見られたケースがあり、
2000 年代後半から 2010 年代にかけても規範意識が既婚女性の行動を規定することが確認され



た。 
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